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■ はじめに

　2023年10月1日より、消費税の仕入税額控除の方式と

して「インボイス制度（適格請求書等保存方式）」が開

始されます。

　世間では、あまり話題になっていないようにも思われ

ますが、事業者への影響は非常に大きなものがあります。

消費税の申告をする課税事業者も、申告をしない免税事

業者も、また請求書を発行する側も、受け取る側も含め、

あらゆる事業者がインボイス制度への対応を迫られるこ

とになります。

　このインボイス制度に正しく対応するためには、同制

度自体の仕組みに加え、その前提となる消費税の仕組み

についても基礎的な理解が求められます。誌面が限られ

ていることもあり、基本的、原則的な仕組みについて図

を使いながら解説するとともに、課題の多い業務システ

ムへの影響についても触れることにします。

■ 1.消費税の基本的な仕組み

　そもそも「消費税」とは、商品・製品の販売やサービ

スの提供などの取引に対して、広く公平に課税される税

金のことです。最終的に商品等を消費し、サービスの提

供を受ける消費者が負担し、その支払いを受けた事業者

が国に納付します。

　消費者が支払った消費税については、支払った先（事

業者）がそのまま納めるのではなく、下記の図１のよう

に段階を経て納税されることになります。

　事業者の立場から見れば、「消費者から預かった消費

税－取引先に支払った消費税＝納付する消費税」となり

ます。

■ 2.消費税の納税義務と計算方法

　消費税の納税義務については、簡単に言うと「一昨年

（前々事業年度）の売上げが1,000万円を超えたら、今

年（当事業年度）は消費税の納税義務がある」と定めら

れています。

　よって、消費税はすべての事業者に課せられるわけで

はありません。逆に言うと、納税義務がない事業者は、

消費者から預かった消費税が手元に残ってしまうという

ことになります。（厳密には、法人税や所得税の計算で

考慮されることになります。）

　専門的な用語を用いれば、事業者が納付する消費税額

インボイス制度が
事業者にもたらす影響
～消費税及びインボイス制度の概要から、システム面での課題まで～

スワロー税務会計　山田真治税理士事務所　山田 真治

（図1）消費税の負担と納付の流れ

山田真治（やまだ　しんじ） ●2011年税理士登録。会社員兼務を経て独立し、法人税・所得税・相続税・消
費税を中心に、法人・個人問わず幅広く活動。また、税務・簿記関係の講師や税理士会の研究発表も積極
的に行っている。趣味はマラソン・野球応援・野菜作り・音楽鑑賞（サザンオールスターズなど）。
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国税庁「適格請求書等保存方式の概要　－インボイス制度の理解のために－」　より引用
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引

消
費
税

申告・納付

卸売業者

納付税額・B
②ー①＝2,000

売上げ� 70,000
消費税②� 7,000

仕入れ� 50,000
消費税①� 5,000

申告・納付

小売業者

納付税額・C
③ー②＝3,000

売上げ� 100,000
消費税③� 10,000

仕入れ� 70,000
消費税②� 7,000

消費者

各事業者が個別に
納付した消費税
A＋B＋Cの合計

支払総額� 110,000

消費者が負担した
消費税� 10,000

申告・納付

生産・製造業者

納付税額・A
①＝5,000

売上げ� 50,000
消費税①� 5,000

消費税と地方消費税を合わせた税率
（10%）で計算しています。（単位：円）
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は、「課税売上げに係る消費税」から、「課税仕入れ等に

係る消費税額」を差し引いて（これを「仕入税額控除」

といいます）計算します（図2）。

 この「仕入税額控除」というのが、今回のインボイス

制度のキーワードとなります。

■ 3.インボイス制度の仕組み

　今回、導入されるインボイス制度の趣旨は、ごく簡単

に言うと「預かった消費税－支払った消費税＝納付する

消費税」を例外なく実現しましょう、ということです。

制度が開始される2023年9月30日までは、消費税の対象

となる取引については、取引相手に消費税の納税義務が

あるかないかに関わらず、すべて仕入税額控除を行うこ

とができます。

　ところが、2023年10月1日からは、仕入税額控除を

行うには、インボイス番号がある請求書（「適格請求書」

といいます）などを交付してもらうことが条件となりま

す。

　この適格請求書を発行できるのは、税務署長に申請

して登録を受けた「適格請求書発行事業者」のみとな

ります。免税事業者が適格請求書を発行するためには、

2023年10月1日から「課税事業者」になることが条件と

なり、加えて、消費税の申告・納付が必要になります。

　これにより、適格請求書（インボイス）発行事業者は

年間の売上げに関わらず消費税を納付することになり、

消費者から預かった消費税が手元に残るという状態がな

くなることになります。

■ 4.インボイス制度が企業システムにもたらす影響

　消費税や請求書に関する制度が変わるということは、こ

れらを扱う企業の業務システムにも、改修を要するなど

の影響をもたらします。以下、いくつか例を挙げてみます。

(1)インボイス発行側の対応について
　請求書の書式については、これまでも消費税に関する

記載事項が定められていました。具体的には、次ページ

図3の赤字以外の項目です。特別なことを書いているわ

けではなく、レシートなどにも記載されていることです。

ところが、インボイス制度が始まると、図3の赤字の項

目が加わるようになります。

　ここで重要なのは「インボイス番号」（図中では①「登

録番号」）です。

（図2）消費税額の計算方法

国税庁「適格請求書等保存方式の概要　－インボイス制度の理解のために－」より引用

※消費税額は、税率ごとに区分して計算する必要があります。

消費税額 = -課税売上げに係る消費税額※

（売上税額）
課税仕入れ等に係る消費税額※

（仕入税額）

仕入税額控除
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　請求書を扱うシステムが社内各部署で共通している場

合には、このインボイス番号をアウトプットする仕組み

を構築するのは、比較的、容易だと思われます。ただし、

会社によっては、部署・支店ごとに請求書の様式が違う

かもしれません。この場合、社内でインボイス番号につ

いての周知徹底と、記載方式の確認が必要になります。

　

(2)端数処理について
　現行制度では、消費税の端数処理についてのルールは

なく、明細ごとに端数処理を行い、最後に合計する形が

一般的でした。しかし、インボイス制度では１つのイン

ボイスについて、端数処理は税率の異なるごとに１回の

みとなります。

　現状のシステムが明細行ごとに消費税の計算をしてい

る場合には、システムの改修が求められるでしょう。

(3)インボイス受領側の対応について
　インボイスを受領する事業者の社内に、会計システム

など独自のシステムがある場合、以下の対応が求められ

る場合があります。

①受領した請求書にインボイス番号がある場合
　この場合は、従来から消費税10％と8％に分けていた

と考えられることから、現状のシステムで問題ないで

しょう。

②受領した請求書にインボイス番号がない場合
　インボイス番号のない免税事業者からの課税仕入れに
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（図3）適格請求書並びに適格簡易請求書の記載例

国税庁「適格請求書等保存方式の概要　－インボイス制度の理解のために－」より引用

●下線の項目が、現行の区分記載請求書の記載事項に追加される事項です。
●�不特定多数の者に対して販売等を行う小売業、飲食店業、タクシー業等に係る取引については、適格請求書に代えて、適格簡
易請求書を交付することができます。

【記載事項】

① 適格請求書発行事業者の氏名又は名
称及び登録番号

② 取引年月日
③ 取引内容(軽減税率の対象品目である旨)
④ 税率ごとに区分して合計した対価の額
（税抜き又は税込み）及び適用税率

⑤ 税率ごとに区分した消費税額等※

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又
は名称

※⑤の「税率ごとに区分した消費税額」の端数処理は、一の適格請求書につき、
　税率ごとに１回ずつになります。

① 適格請求書発行事業者の氏
名又は名称及び登録番号

② 取引年月日
③ 取引内容(軽減税率の対象

品目である旨)　
④ 税率ごとに区分して合計した

対価の額(税抜き又は税込
み)

⑤ 税率ごとに区分した消費税
額等��又は適用税率※

適格請求書 適格簡易請求書
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ついては、仕入税額控除ができなくなるため、これに対

応したシステムの構築が必要となります。なお、「控除

なし」とする場合は、現在でいうところの消費税「対象

外」にすれば対応可能です。

　当面は経過措置として、インボイス制度導入前に控除

できた金額の80％を控除できますが、やがて50％の控

除、控除なしとなりますので、これも見据えたシステム

構築が必要となるでしょう。

(4)インボイスがなくとも仕入税額控除が使える場合
　仕入税額控除はインボイス番号があって初めて認めら

れるものですが、事業の性質上、インボイスを交付する

ことが困難である場合など、仕入税額控除が認められる

こともあります。

　例えば、打ち合わせのために自販機で108円の飲料を

購入したとします。自販機ではインボイスは交付されな

いことから、図4の「交付義務免除」に当てはまり、イン

ボイス不要で処理できます。ただ、こうした例外的な処

理ができるよう、システムの改修は必要となるでしょう。

■５.最後に

　いよいよ10月1日よりインボイス制度が開始されます

が、この限られた誌面では、すべてをご紹介することは

できませんでした。また、制度が若干流動的なところも

ありますので、詳細については国税庁のWebサイト（国

税庁 インボイス で検索）での確認をお願いいたします。

（図4）仕入税額控除の例外規定

出典：財務省資料

※公共交通機関特例の対象事業者は、国税庁長官が指定する者になるため、帳簿に住所又は所在地
の記載は不要

記載例（公共交通機関特例の場合）
① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称　② 取引年月日
③ 取引内容（軽減税率対象の場合、その旨）　④ 対価の額
⑤ 課税仕入れの相手方の住所又は所在地（注）

⑥ 特例の対象となる旨
（注）国税庁長官が指定する者に係るものである場合、記載不要

適格請求書の交付義務免除
●3万円未満の公共交通機関による旅客の運送
●３万円未満の自動販売機による販売
●郵便切手を対価とする郵便サービス
●卸売市場において行う生鮮食料品等の譲渡
●農協等に委託して行う農林水産物の譲渡

下３つは、売り手の適格請求
書交付義務は免除されない
が、買い手は帳簿のみ保存
で仕入税額控除が可能

帳簿のみ保存で仕入税額控除可能
●3万円未満の公共交通機関による旅客の運送
●３万円未満の自動販売機による販売
●郵便切手を対価とする郵便サービス
●入場券等が回収されるもの
●古物商や質屋等が仕入れる古物、質物等
●従業員等に支給する出張旅費等

総勘定元帳（仕入）
XX年月日 摘要 税区分 借方(円)
４ 3 ＪＲ●●　運賃　公共交通機関 10％ 300

帳簿のみ保存の特例を適用する場合の帳簿記載事項等

共通
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